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1．はじめに
　平成 26 年末、「まち・ひと・しごと創生法」が制定され、それに基づいた「まち・ひと・し
ごと創生長期ビジョン」と「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が閣議決定された。その中で
政府は、人口急減・超高齢化という日本が直面する大きな課題に対して、各地域が、それぞれ
の特徴を活かした自律的で持続的な社会を創生することを目指すとしている。またそこでは、
ビッグデータに基づく地域ごとの特性と地域課題の抽出を、国の支援のもとに各地方公共団体
が行い、それぞれの戦略を策定することを求めている。では実際、地域課題の解決への応用を
期待されているビッグデータとは、どのようなものなのだろうか。
　世界でビッグデータという言葉が注目され始めたのは、2011 年の後半ごろからで、日本で
も同時期に注目されはじめた。言葉としての定義はひとつに定まっていないが、基本的には、「典
型的なデータベースソフトウェアの、取り込み、蓄積、管理、分析できる能力を超えたサイズ
のデータ」を言い（James…Manyika…et…al,…2011）、「大容量（high-volume）、高速度（high-velocity）、
高多様性（high-variety）の一部あるいはすべての特徴を備えた情報資産」とされる（Andrea…
De…Mauro…et…al,…2016）。
　このような、処理に特殊な技術まで必要になるほどのビッグデータと、地域課題との間には、
一見何の関係もないようにみえる。しかし、ビッグデータを生み出しているものに着目すると、
その関係性がみえてくる。
　ビッグデータが生み出される背景にあるのは、ICT（情報通信技術）とセンサーとの急速な
発展である。中でも、スマートフォンの急速な普及は、世の中に蓄積されるデータを莫大に増
加させた。スマートフォンは、言い換えてみれば常にインターネットに接続可能なセンサーの
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塊である。それにより、一瞬で多様かつ膨大な量のデータが生み出され、インターネットを通
じて取得可能な状況が作り出された。つまり、スマートフォンがインターネットに接続できる
地域であるならば、その地域はビッグデータを生み出しているということになる。
　それだけではない。交通系 IC カードは、今や交通会社だけでなく、様々な店舗をまたいで
利用できるし、同様に様々な店舗をまたいでポイントを蓄積・利用できるポイントカードも広
く普及している。そのようなカードが成立するのも、それらの利用履歴がインターネットを介
してデータとしてやり取りされているからだ。これらも、毎瞬間データを生み出し、ビッグデー
タとして蓄積されている。つまり、これらのカードが利用できる地域は、ビッグデータを生み
出す地域なのである。
　更に今後、より多くのセンサーがインターネットに接続されることが予測されている（平
成 28 年版情報通信白書）。自動車もその一つだ。自動車がセンサーというと違和感があるかも
しれないが、自動車もセンサーの塊である。操作に関するあらゆることを記録するセンサーと
コンピューターが組み込まれており、アクセルやブレーキ、ハンドル操作などの履歴だけでな
く、エアコンのための温度センサー、電子パネルなどの明るさを調整するための輝度センサー
やナビゲーションのためのGPS など、様々なセンサーで様々なデータが逐一記録されている。
それらのデータをインターネットによりリアルタイムに取得できる、いわゆる「コネクテッド
カー」の日本における台数は、2025 年には、954 万台まで増加すると見込まれている（平成
27 年版情報白書）。
　このような未来では、日本のあらゆる地域で毎瞬間データが生み出され、ビッグデータとし
て蓄積される。そしてそれらのビッグデータは、これまで見えなかった地域の人々の生活の断
片である。地域課題を解決するのに活用できる可能性は十分あるだろう。
　本稿では、このようなビッグデータの一つである、ID-POS データの地域課題への応用可能
性を論じる。ID-POS データの詳細については後述するが、前述のポイントデータに関連して
得られる買い物データであり、対応したレジスターさえ導入されれば、どこでも得られるよう
なデータである。活用の方法は様々に考えられるが、ここでは、それを用いた消費行動分析に
よる地域課題の解決に焦点を絞り、まずは消費行動分析と地域課題との関係性について概観し、
そこに ID-POS データを用いることの意義について考察した上で、現在筆者が取り組んでいる、
多摩ニュータウン地域における ID-POS データによる消費行動分析を例に、その地域課題への
応用可能性を探りたい。
2．消費行動分析と地域課題
　消費行動に関する研究は、様々な観点から行われている。中でも多く見られるのは、マーケ
ティング領域および都市・交通計画領域のもので、それぞれ三浦（1993）および生田（1996）
などに良い概論がまとめられている。曰く前者は、主として企業と消費者との関わりを研究す
るものであり、消費者のニーズを解明しようとするか、企業の消費者に対する何らかの活動に
対する反応過程を解明しようとするか、何れかの視点で消費行動が研究されている。後者は、
地域経済に関する研究の一環として行われ、消費者が、自分の日常行動圏内に分布する商業施
設に対してどのように空間的に買物行動をしているのかというのが研究課題となっている。
　それでは、地域課題の解決という領域での消費行動研究はどの様に位置づけられるだろうか。
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もちろん、地域課題として都市・交通計画に関する課題は非常に大きい（佐藤 ,…2017）。一方で、
地域課題には買い物弱者やQuality…of… life（生活の質、以下QOL）低下などの、地域住民、す
なわち消費者と企業や地域との関わりに関する課題も当然含む。すなわち、前述の両領域のい
ずれもの中にありながら、地域という観点で共通した消費行動研究分野、というのがその位置
づけと言えるだろう。
　そのような位置づけで地域課題における消費行動研究を考えたとき、前者の中で地域は、消
費者の属性として（黒田 ,…1989）、或いはマーケティング主体として扱われることが多く（櫻井 ,…
2003）、消費者を主体とした地域あるいは企業との関わり、という視点のものがない。同領域
では、消費者を主体とした場合には、よりミクロな方向、つまり内面的な心理変容や、店舗内
での行動などが研究対象とされている。都市・交通計画領域での鈴木（2010）の研究などは、
地域住民の買物行動における主観的満足感に着目しており、マーケティング領域での考察も可
能かと考えられるが、同様の研究はその領域で行われていない。この点、地域課題と消費行動
分析の新たな着眼点として注目すべきであろう。
　後者の中では、非常に多様な観点から地域が捉えられている。しかし、生田（1996）が指摘
するように、消費者一人一人の空間行動を分析するミクロな観点と、都市あるいは地域経済の
諸活動全体の中で消費者をどのように位置付けていくかというマクロな観点とで、個別に研究
が行われることが多く、目的によって結合されるところまでは十分に至っていない。ここにお
いて、地域課題の解決というのは、それらを結合する目的として適したものになろう。
　もちろん、そのような試みが無いわけではなく、小堀・杉浦（1995）などは、ニュータウン
の地域課題との関係性において消費者の購買行動を考察しているし、鈴木ほか（2014）は買い
物弱者の問題に、買い物の多様な価値という点から接近している。しかしやはり、地域課題の
解決の手段としての消費行動分析は、現状、材料の多さに比べ、それらを結びつけて総合的に
論じられている研究はまだ少ないと言えよう。
3．ID-POS データと消費行動分析
　ID-POS データとは、顧客 ID付きの POS（Point…Of…Sales）データのことを指す。POSデー
タとは、販売時点での商品情報（商品名、単価や販売個数など）を販売時間とともにデータ化
したものであり、基本的にレジスターで商品のバーコードをスキャンすることで取得されるも
のである。この POS データについても、様々な観点から研究が行われているが、このデータ
では、顧客の行動は 1回のレシート毎に分断され、個人としての分析ができない。そのため、
企業側の戦略についての分析、例えば小売店の売り場配置（中山 ,…2003）や商品の需要予測（庄
野ほか ,…2010）などには利用できるが、消費者側の分析を行うには情報が不十分である。
　ID-POS データは、POSデータと同様レジスターでの処理で得られるデータだが、その際に
ポイントカードの利用などにより顧客情報を結合できるようにしてある。これにより、顧客個
別の買い物履歴がデータとして蓄積されることとなり、所謂ビッグデータとして、ICTの発
展とともに活用が盛んになってきており、ID-POS データを用いた消費者研究も多くなされて
きた（伴 ,…2015;…宮澤・佐藤 ,…2015;…小柴ほか ,…2013 など）。しかし、これら研究の殆どはマー
ケティング領域での研究であり、同データを地域課題の解決のための研究として用いた例がま
だ無い。一方、そのような消費者研究は、地域課題の解決に応用できる可能性がある。
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　例えば、ニュータウンの消費に関する研究については、角谷（2008）が高陽ニュータウンを
対象に、小堀・杉浦（1995）が多摩ニュータウンを対象に、それぞれ行っているが、どちらも
商業地区の配置と利用とに重点が置かれているため、購入商品の面からの地域のニーズについ
ての言及は少ない。これは、それらの分析に用いるデータをアンケートにより収集しているこ
ととも関係があるかもしれない。なぜなら、店舗での購買は非計画的購買であることが多く（大
槻 ,…1997）、アンケートのような間接調査では、購入商品の面から研究することは難しいからだ。
ここにおいて、ID-POS データはその特徴から、この課題を乗り越え、購入商品の面からの地
域のニーズを分析できる可能性が高いのである。
　ただし、ID-POS データを用いた分析にも課題はある。ID-POS データで消費行動を追跡で
きる顧客の一意性は、ポイントカードを共有する店舗内でしか保証されない。また、ID-POSデー
タを取得できるのは、地域の一部の店舗に限られる。そのため、悉皆性の面では、ID-POS デー
タは地域の消費ニーズ研究に十分とはいえないかもしれない。一方で、地域の消費行動を直接
観測できる殆ど唯一のデータであることは着目すべき点である。また、顧客の一意性が保証さ
れずとも、ID-POS データでは顧客の居住地が大まかに分かるので、住所で様々なデータを結
合することにより、地域研究として新たな発見につながる可能性は十分にあるだろう。
4．多摩ニュータウンにおける ID-POS データによる消費者行動分析
　著者は、この ID-POS データの地域課題への応用可能性に着目し、多摩ニュータウンにおい
て、そこが大都市周辺地域として抱える課題の解決のための消費行動分析を行っている。そし
てその第一報として、佐藤（2017）において、同地域の住民のドラッグストアの利用について、
地域課題と関連して分析・考察した。ここでは、ID-POS データによる消費行動分析の地域課
題への応用可能性を示す一事例として、同様の分析をスーパーマーケットで行った結果につい
て触れながら、地域を軸にそれらを結びつけた最新の研究結果を紹介したい。
　4-1. 研究の対象データ
　今回の研究では、カスタマー・コミュニケーションズ株式会社より提供を受けた、ドラッグ
ストアおよびスーパーマーケットの ID-POS データを利用する。但し、顧客データについては
特定の個人が識別できないように、店舗データについても特定の店舗が識別できないように、
それぞれ予め匿名化されたデータとなっている。
　同社のデータの取得元である店舗は、全国に分布しているが、今回の研究では、まず顧客を
2016 年 10 月時点で、研究対象とした八王子市、町田市、多摩市および稲城市（人口順）の 4
市何れかに居住しているものに絞り、その後、店舗について、その顧客が利用したことのある
関東に所在する店舗に絞った。結果として、顧客数は、ドラッグストアの利用者とスーパーマー
ケットの利用者とを合わせて延べ約 320,000 人となり、それらの顧客が利用した店舗数は、約
1,500 店舗となった。
　研究の対象とする期間は、2011 年 1 月 1 日～ 2016 年 10 月 31 日とし、その期間に上記対象
顧客が対象店舗で行った買い物のデータを利用した。買い物のデータは、レシート単位で商品
別の購入個数と金額が記録されたものである。
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　4-2. ドラッグストアおよびスーパーマーケットにおける消費行動の分類
　上記の ID-POS データを用いて、対象 4市の消費パターンを類型化するため、ドラッグスト
アおよびスーパーマーケットそれぞれについて、店舗の利用パターンと商品購入パターンとに
分けて住民の消費者行動を分類した。具体的には、前者については、利用期間／購入頻度／購
入金額／最多利用店舗の利用割合という 4つの視点から、後者については、一般財団法人…流
通システム開発センターの商品中分類を基にカスタマイズした独自の商品分類ごとに、購入頻
度／購入金額／商品種数という3つの視点から、それぞれクラスタリング分析（k平均法）を行っ
た。なお、これらの結果のうち多くは、佐藤（2017）に詳述しているので、参考にされたい。
　ドラッグストアにおける店舗利用パターンによる消費者行動の分類および商品購入パターン
による消費者行動の分類では、利用頻度に注目して見ると、月 1回以下の利用にとどまる低利
用グループ、月 1～ 4 回程度の中程度利用グループおよび週 1回以上利用する高利用グルー
プの 3グループに区分できることが分かった。また、商品購入パターンによる分類について、
OTC医薬品、日用雑貨および化粧品の購入頻度が高く、菓子類の購入頻度が低いグループと、
菓子類の購入頻度が高いグループとに分けられた。更に、店舗利用パターンと商品購入パター
ンを合わせてみると、高頻度利用する消費者ほど、菓子類の購入頻度が高く、そのような消費
者については、生鮮品以外の買い物の多くを当該店舗に依存していることが示唆された。
　次に、スーパーマーケットにおける同様の分析の結果についてみてみよう。これは未発表の
分析結果になるが、本稿では紙面の都合上、詳細は将来の報告に託すものとさせて頂きたい。
店舗利用パターンでは、月 1回程度の利用にとどまる低頻度利用グループと、週 1回以上利用
する高頻度利用グループとに分かれた。商品購入パターンについては、全商品分類を購入する
グループ、鮮魚惣菜以外のみ高頻度で購入するグループ、野菜卵のみを購入するグループおよ
び全ジャンル低頻度で購入するグループに分かれた。店舗利用パターンと商品購入パターンを
合わせてみると、高頻度利用する消費者ほど全商品分野を当該店舗で購入する傾向にあり、生
鮮品などの食料品全般の買い物の多くをそこに依存していることが示唆された。
　4-3. 消費行動の分類と地理的な周辺店舗環境
　上述の分析結果を、地域課題と結びつけるため、今回新たに研究対象地域の周辺店舗環境と
消費者行動パターンとの関係性について分析した。具体的には、対象地域の町丁目別に、周辺
のドラッグストア、スーパーマーケットおよびコンビニエンスストアの店舗数をGoogle…MAP…
API によって調べ、各町丁目の重心から最寄り、400m（徒歩 5 分程度）以内、800m（徒歩
10 分程度）以内および 3km（車で 5分程度）以内それぞれの店舗数により k平均法によりク
ラスタリングした結果を、上述の結果と合わせて考察する。
　まず、周辺店舗数によるクラスタリングの結果を表1に示す。クラスタA～Gのアルファベッ
ト順に周辺店舗環境が良くなるように名前が付けてある。次に、上述したドラッグストアの店
舗利用パターンおよび商品購入パターンによるグループごとに、周辺店舗環境によるクラスタ
別の人数構成比を表したものを図 1に示す。生鮮品以外の買い物の当該ドラッグストアへの依
存度が高いと考えられた、菓子類中心の買いまわりで高頻度利用するグループにおいて、周辺
店舗数が少なかった。更に、スーパーマーケットでの同様の結果を示したのが図 2である。こ
ちらは、依存度が高いと考えられた全商品分類を当該スーパーマーケットで購入するグループ
よりも、野菜卵のみ当該スーパーマーケットで購入している消費者の方が、周辺店舗数ではあ
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まり恵まれない環境にあった。
　4-4. 消費行動分析に関するまとめ
　今回の分析において、分析対象ドラッグストアに生鮮食品以外の買い物の多くを依存してい
ると考えられる消費者が、比較的周辺店舗環境に恵まれない状況にあることが明らかになった。
一方で、スーパーマーケットでみられた生鮮食品の買い物の多くを当該店舗に依存していると
考えられた消費者ではそのようなことは確認されなかった。これは、地域の消費行動を理解す
る上で興味深い。この結果は恐らく、生鮮品を取り扱う店舗の多様性によるものではないだろ
うか。つまり、ドラッグストアやコンビニエンスストアのような生鮮品以外を購入する店舗に
ついては、1店舗で多ジャンル多品種を揃える店舗、つまりドラッグストアやコンビニエンス
ストアが好まれ、そのような形態の店舗が少ない地域では、特定の店舗に買い物を依存するが、
生鮮品については、必ずしもスーパーマーケットのような多ジャンル多品種を揃える店舗でな
くても良く、個人商店のようなところでも買い物を行っている、というような仮説が立てられ
る。これらのことは、地域における買い物の多面的価値を考える上で興味深い。
　例えば、地域課題の一つである買い物弱者増加の可能性について、生鮮食品については、移
動販売のような売り場面積の限られた販売方法で解決することで、買い物の満足度についても
下がらないかもしれないが、それ以外のものについては選択肢の充実が買い物の満足度向上に
必須となり、移動販売ではそれが満たされないかもしれないのである。すなわち、買い物弱者
対策を考える上では、菓子類のように必ずしも必要ではないものについては優先順位が低く
なってしまうかもしれないが、QOL低下対策をする上では、買い物の多面的価値という点か
ら重要になるかもしれないのである。このような考察は、ID-POS データのように購入商品レ
ベルで地域の消費行動が分析できなければ得難いものであろう。
…
表 1　研究対象地域の町丁目の周辺店舗数による分類における、各クラスタの平均店舗数
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図 1　ドラッグストアでの消費行動パターンによる分類別周辺店舗クラスタに所属する人数の構成比
図 2　スーパーマーケットでの消費行動パターンによる分類別周辺店舗クラスタに所属する人数の構成比
5．さいごに
　本稿では、ID-POS データによる消費行動分析の地域課題への応用可能性を探るため、既存
の消費行動研究および ID-POS 研究から、地域課題における消費者行動分析を位置づけた。そ
の上で一例として、多摩ニュータウン地域におけるドラッグストアとスーパーマーケットとで
得られた ID-POS データの分析から、それが地域課題の解決に示唆を与えるものであることを
示した。この研究については、まだ途中経過ではあるものの、複数の分野の既存の研究を土台
に、新たな目的に接近したものとして、一定の成果が出始めていると感じている。今後は、本
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稿で提示した結果を含め、地域の状況と消費行動との関係性をより深く分析し、地域課題の解
決に価値のある結果を示したいと考えている。
　最後に、データをご提供いただいたカスタマー・コミュニケーションズ株式会社の関係者の
皆様、地域の消費について貴重な意見を頂いた京王電鉄株式会社の皆様、研究に関する様々な
助言を頂いた大いなる多摩学会ビッグデータ研究会参加者の方々および多摩大学の皆様ほか、
多数の方のご協力により、ここまで研究を進められたことに感謝する。
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